
学校給食無償化について 
（２０１１年愛知自治体キャラバンまとめ） 

※給食費無償化をしているのは、岩倉市（義務教育課程内の第３子以降）、清須市（世帯非課税もしくは

所得割課税なしで市立小中学校へ同一世帯からの第３子以降）のみ 

※大口町は小・中学校の給食費の半額補助を実施 

※大治町は月額一人１５０円の給食費補助を実施 

※飛島村は負担軽減を目的で給食部会に補助を実施 
 

市町村名 「義務教育は無償の立場から学校の給食費は無料にしてください」の回答 

０ 愛知県 学校給食にかかる経費については、学校給食法により負担者が定められており、施

設設備費・人件費は設置者である市町村、その他の経費は保護者が負担することにな

っております。ただし、光熱水費は管理的経費の性格が強いことから設置者負担とする

ことが望ましく、県内の市町村では食材料費のみを保護者に負担していただいておりま

す。 

なお、一部の市町村においては、保護者の経済的負担を軽減するために給食費の

一部に補助しております。 

１ 名古屋市 学校給食の実施に必要な経費については、学校給食法第１１条等により、施設や設

備費、職員の人件費等を学校の設置者である市が負担し、これら以外の経費として食

材費は保護者負担とされていますので、ご理解いただきたいと存じます。 

２ 豊橋市 本市では、学校給食の食材料費を給食費としています。現時点では、給食費無料化

は考えておりません。 

３ 岡崎市 学校給食における給食費については、学校給食法第１１条第２項に保護者負担と規

定されていることから、市が独自に無料にする予定はありません。 

４ 一宮市 学校給食法第１１条第１項及び第２項の規定により、学校給食に要する経費（食材

費）は、学校教育法第１６条に規定する、学校給食を受ける児童・生徒の保護者の負担

とすることとなっているため現行どおりです。 

５ 瀬戸市 現在は、考えていません。 

６ 半田市 学校給食費については、学校給食法第１１条で学校給食の運営に必要な施設・設備

の整備費、調理従事者等の人件費は、学校給食を実施する設置者である市の負担で

あり、それ以外の経費は保護者が負担すべきものと規定されています。 

したがって、学校給食費を無料とする考えは持っていませんので、ご理解いただきま

すようお願いします。 

７ 春日井市 給食費は、材料代の代価として保護者に負担していただくことになっており、無償化

については考えていません。 

８ 豊川市 学校給食法第１１条の第２項の規定に基づき、食材料費は児童生徒の保護者が負

担することとなっていますので、本市としては、無料にすることを考えておりません。 

９ 津島市 学校給食法第１１条に基づき保護者に負担していただいており、給食費の無料化は

考えておりません。 

１０ 碧南市 給食費を無料にすることは考えていません。 

１１ 刈谷市 刈谷市の学校給食センターでは、学校給食を国の定めた「学校給食法」に基づき運

営しています。方の第１１条第２項には「経費の負担」として、学校給食に要する経費

は、学校給食を受ける児童又は生徒の保護者の負担とする。と謳われています。 

この規定により、保護者から給食費を負担していただいており、給食費の無料化は考

えておりませんのでご理解をお願いします。 

１２ 豊田市 ※文書回答なし 

１３ 安城市 考えていません。 

１４ 西尾市 給食費の経費の負担につきまして、学校給食法第１１条第２項により、施設及び設備

に必要な経費並びに学校運営に要する経費以外の経費については、児童・生徒の保

護者が負担することとなっています。徴収している給食費については、賄材料費分に相

当しますので児童・生徒の保護者に負担していただきたいと考えます。 

１５ 蒲郡市 給食材料費は実費徴収しております。ご理解ください。 



市町村名 「義務教育は無償の立場から学校の給食費は無料にしてください」の回答 

１６ 犬山市 学校給食法において、学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費や運

営に要する経費は学校の設置者である市が負担することとなっていますが、食材費、い

わゆる学校給食費は、学校給食を受ける児童・生徒の保護者の負担とすることになって

います。 

１７ 常滑市 小中学校の給食費について、無料化は検討していません。 

１８ 江南市 学校給食法第１１条第２項に基づき、保護者負担となっています。 

１９ 小牧市 現在のところ無料にする予定はありません。 

２０ 稲沢市 給食費の無料化につきましては、学校給食法第１１条に、学校給食の実施に必要な

施設及び設備に関する経費並びに学校給食の運営に要する経費は設置者の負担、そ

の他の学校給食に要する経費は保護者負担と明記されておりまして、今後も給食費の

保護者負担（材料費）は継続させていただきたいと考えております。 

２１ 新城市 現在は考えておりません。 

２２ 東海市 学校給食法（昭和２９年６月３日法律第１６０号）第１１条第２項により学校給食費は、

学校給食を受ける児童又は生徒の学校教育法第１６条に規定する保護者の負担となっ

ておりますので、給食費を無料にはできません。 

２３ 大府市 学校給食法及び同法施行令に基づき、保護者に負担をいただいています。現在の

ところ学校給食費についての無償化は考えていません。 

２４ 知多市 学校給食法において経費の負担区分が定められており、学校給食の実施に必要な

施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経費は、義務教育諸学

校の設置者の負担とし、それ以外の学校給食に要する経費は、学校給食を受ける児童

または生徒の保護者の負担とするとされていることから、学校給食費を無料化する考え

はございません。 

２５ 知立市 学校給食法によれば、給食の食材購入費は、保護者の皆様に応分の負担をしてい

ただくものと規定されているため、食材購入相当分については給食費の負担をしていた

だいています。 

２６ 尾張旭市 学校給食の経費の負担については、画工給食法第１１条で、実施に必要な施設、設

備、運営に要する経費のうち政令で定めるものは設置者の負担、これ以外の経費は児

童又は生徒の保護者の負担とすることと規定されており、食材費分を給食費としてお願

いしています。 

２７ 高浜市 義務教育の無償については、憲法第２６条第２項に規定されておりますが、無償につ

いての見解は、「教科書国庫負担請求事件」によって最高裁判例が出されています。

半理恵では、「憲法の義務教育は無償とするとの規定は、授業料のほかに、教科書、学

用品その他教育に必要な一切の費用まで無償としなければならないことを定めたものと

解することはできない。」としています。したがって、国においてはこれらの判例からも、

義務教育の無償の件については、現行制度の実効性が担保されているものであり、本

市においても当然のことながら無償化すべきものとは考えておりません。 

２８ 岩倉市 給食費の無償化につきましては、学校給食法第十一条の規定により、給食の施設・

設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経費は設置者の負担とし、それ以

外の学校給食に要する経費は保護者の負担とする、と明記されております。よって、当

市では、原材料費のみ保護者の負担をお願いしております。なお保護者負担の軽減に

配慮するため、市の単独事業として義務教育課程内における第３子以降の給食費の無

償化を実施しております。 

２９ 豊明市 本市の財政状況等を鑑みますと、予算措置上大変厳しいと考えます。 

３０ 日進市 現在のところ考えておりません。 

３１ 田原市 給食費は、食材の実費を徴収しております。（調理する人などの人件費・光熱水費等

は含まれていません。） 

学校給食の無償化は、何らかの財源措置（国・県）が無ければ市単独では財政的に

難しいと考えております。 

その支払いに困る方は、生活保護や就学援助で対応していきたいと考えておりま

す。 



市町村名 「義務教育は無償の立場から学校の給食費は無料にしてください」の回答 

３２ 愛西市 考えておりません。 

義務教育は「憲法第２６条第２項」で無償であると規定しており、教育基本法第４条１２

の本条の趣旨の具体的な内容として、国公立義務教育課程における授業料不徴収と

明記されています。また、教科書等については、別途「教科書無償給与制度」を設け、

無償配布されております。しかし、給食費につきましては、「学校給食法」第１１条２に

「保護者の負担とする」とあります。本文中「義務教育は無償」とありますが、上記のこと

から、授業料以外は原則有償となります。また、給食費を無料にすることは他に財源が

必要となります。 

３３ 清須市 学校給食費に関する補助は就学援助では全額、特別支援教育就学奨励費では半

額、また第３子以降は、給食費補助要綱により、清須市立小中学校へ同一世帯から３

名以上かよっている場合は、その世帯の課税状況が非課税かもしくは所得割課税がな

い場合には、第３子以降の児童生徒について給食費が全額補助の対象となっていま

す。現在のところ全児童生徒分の給食費の無料化は検討していません。 

３４ 北名古屋市 学校給食は、学校給食法第１１条の規定により給食に係る材料費については、保護

者の負担とすると規定しております。しかし、教育の一環と考えますと補助制度の方法も

ありますが、財政困難のおり現時点では考えていませんので、ご理解をお願いします。 

３５ 弥富市 給食費を無料にすることは、考えていません。 

３６ みよし市 ※文書回答なし 

３７ あま市 給食費の無料化は現在のところ考えていません。 

３８ 東郷町 趣旨は理解しますが、ご要望にお応えすることはできません。 

３９ 長久手町 現行どおりとします。 

４０ 豊山町 無料については考えていません。 

４１ 大口町 平成２２年度から小・中学校の給食費の半額を町が補助しています。 

４２ 扶桑町 学校給食法第１１条の規定に基づき、学校給食を受ける児童又は生徒の保護者の

負担でお願いします。 

４３ 大治町 ※文書回答なし 

４４ 蟹江町 できません。 

４５ 飛島村 保護者の負担軽減を目的として、学校給食部会への補助金を設定していますので、

現時点では無料とすることを検討していません。 

４６ 阿久比町 現行の学校給食法では、施設及び設備に要する経費と運営は設置者の負担、給食

費については保護者負担と定められているため、義務教育とはいえ、無料の考えはあり

ません。 

４７ 東浦町 学校給食は学校給食法に基づき、教育活動の一つとして実施しており、同法で給食

運営の経費のうち、施設に関する費用や人件費以外の食材費は保護者の負担とするこ

とが定められています。これは、子どもに栄養バランスの優れた食事を提供し、成長を

助けるものであることから、保護者に相応の負担をしていただくという考えに基づくもの

でありますから、学校給食費を無料にする考えはございません。 

４８ 南知多町 賄い材料費等につきましては、本来保護者負担と考えておりますので、無料化する

予定はありません。 

４９ 美浜町 学校給食費の無料化については今のところ考えていません。 

５０ 武豊町 現行制度で実施してまいります。 

５１ 幸田町 引き続き現行どおり保護者負担でご理解をお願いします。 

５２ 設楽町 財政上の事情により困難と考えます。また、給食制度に対する児童生徒や父兄等の

意識低下につながる恐れがあるため、無料化は想定していません。 

５３ 東栄町 財政上、困難と思われます。 

５４ 豊根村 給食費は低額で、栄養のある給食を心がけています。 

 


